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フォード主義的蓄積体制の危機と
賃労働関係の変化
一資本主義はいかに変わりつつあるか－
若森 章 孝
ｌ世紀末危機の根源一フォード主義的蓄積体制の危機
１９ユ
先進工業諸国は第二次大戦後，資本主義の歴史の中でかつて例をみないよう
な「高度成長」（西ドイツの「奇跡の復興｣，フランスの「栄光の30年」など）を経験
した。国によって相違があるものの，１９５０年から１９７３年までの主要先進国の
経済成長率は約５％である。この伸びがいかに大きいかは，躍進期の競争的な
19世紀資本主義の経済成長率が約２形（とくに，1820年から1870年まで）であった
ことを思えば，容易に理解することができる(表１)。
このような先進各国の高度成長は，1973年の第一次オイル・ショックを契機
に「世界長期不況」に転変するが，この世界同時的な不況の原因は，オイル・
ショック自体ではなく，これによって顕在化＝深刻化された各国の「蓄積体
制」の疲幣にある')。いま「蓄積体制」という概念を使ったが，この概念装置
は高度成長とそれにつづく長期的な経済危機を同一の原理を用いて説明しよう
1）レギュラシオン学派の20世紀末の「大危機」の分析については，リピエッッ『奇跡と
幻影』（若森章孝・井上泰夫訳，新評論，1987年)，ボワイエ編『世期末資本主義』
（山田鋭夫ほか訳，日本評論社，1988年）を参照。蓄積体制/調整様式の概念について
は，拙稿「資本主義的レギュラシオン理論と歴史認識」(｢経済論集』第36巻第５号，
1987年）を照参されたい。
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2）内包的蓄積体制の「好循環の構図」については，井上泰夫「ポスト・フォード主義の
展望」（平田清明ほか編『現代市民社会の旋回』，昭和堂，1987年，所収）を参照。
る
(注）１．経済成長率は実質ＧＤＰの年平均成長率。
２．先進16カ国は上記６カ国のほか，オーストラリア，オ
ーストリア，ベルギー，カナダ，デンマーク，フィン
ランド，オランダ，ノルウェー，スウェーデン，スイ
スの10カ国であり，数値はこの16カ国の算術平均であ
る。
出所：大島清編『現代世界経済』，1987年，２９ペー ジ．
とするものであり，国際的要因よりも国内的要因を重視する。ボワイエによれ
ば，フォード主義と呼ばれる戦後の「内包的蓄積体制」は，次のような「好循
環の構図」にもとづいて，主として国民経済のレベルで社会的な需給関係が調
節されるような発展様式をたどった2)。
図１「好循環」の構図
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利潤水準
生産性の高い伸び
設備財生産
の誘発
?????????????
表２労働の名目生産‘性（年平均成長率）
－２．０
０．８
１．１
1973１９８０１９８１１９８２１９８３
－７９
1960
-69
1969
-73
????????????イギリス
西ドイツ
フランス
イタリア
アメリカ
日本
3.1
0.7
1.9
2.2
3.2
1.2
フォード主義的蓄積体制の危機と賃労働関係の変化（若森）１９３
この内包的蓄積体制の発展(２０世紀資本主義)は，労働生産性の持続的上昇を可
能にする生産ノルム(テーラー主義による労働の細分化と機械化による規模の経済の追
求）と乗用車，電気冷蔵庫，電気洗濯機などの耐久消費財の購買力を保障する
消費ノルム（生産性の伸びに比例する直接賃金の上昇，失業手当，医療手当などの間接
賃金の増加，雇用の安定）との長期にわたる安定した照応にもとづいている。従
来の外延的蓄積体制(19世紀資本主義)のように生産財生産部門の主導ではなく，
耐久消費財を中心とする消費財生産部門が主導となっているのも，「好循環」
にもとづく蓄積体制の特色である。しかし，このようなフォード主義的な蓄積
体制の展開は，市場経済の論理だけに依っているのではない。生産ノルムの決
定については資本の側にフリーハンドをあたえ，これに従う代償として，労働
の側は賃金の購買力の上昇と雇用の安定を確保するという，「資本と労働との
暗黙の同意」ないし両者の「社会的妥協」にもとづく調整様式が，この蓄積体
制の基軸である生産ノルム／消費ノルムを規定しているのである。言い換えれ
ば，階級闘争は，資本の生産過程の問題ではなく，消費過程における購買力の
問題に転じられていて，このことがフォード主義的蓄積体制の前提条件になっ
ている。主として国内的レベルで調節される内包的蓄積体制は，資本と労働と
の合意を中心とする，国内における階級闘争の「制度化された妥協」の諸形態
と密接に結びついている。
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戦後の高度成長を導いたフォード主義的蓄積体制の枯渇はなによりも，１９６０
年代におけるアメリカ経済の停滞によって先行的に示され，オイル．ショッ
ク後に世界同時的に顕在化する労働生産性の鈍化によって端的に示されてい
る(表２）。
さらに，内包的蓄積体制の発展と衰退の過程を傍証するのが，主要先進国の
経済成長に占める国際市場の重要度を表す輸出依存度(輸出/GNP）の動向であ
る。各国の輸出依存度は高度成長期をつうじて次第に低下し，1960年代の中ご
ろもっとも低くなるが，1970年代の中ごろより先進各国とも国内的基盤での社
会的需給の調節が困難になったのを反映して，各国の輸出依存度は著しく高ま
り，その結果，国際競争が激化する(表３)。1970年代末以降のように，主要先
進国が国内的には緊縮政策を採り，対外的に輸出攻撃をかけることは，内包的
蓄積体制のつぶし合いである3)。労働生産'性の伸びの鈍化・停滞と輸出依存度
の高まりは，各国の内包的蓄積体制の枯渇と衰退の指標である。
表３輸出依存度の動向
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出所：Ｃ・Ominami,Ｌｇ加γｓγ加加ｅ”"ｓﾉｚｃγ畑,EditionLaD6couverte，
1986,Ｐ、３６．
現在の世界長期不況の根底には，このような内包的蓄積体制の危機とフォー
ド主義的な社会的妥協の見直し問題が存在しているのである。この蓄積体制の
危機の根源は，すでに指摘したように，接続的な労働生産性上昇が保障されな
くなったことにあるが，なぜ現行の生産ノルムは労働生産性の鈍化・停滞に帰
結したのであろうか。次に，労働生産性の停滞問題を中心に，フォード主義の
危機の諸要因を検討しよう。
３）リピエツツ，前掲書，８２～86ページ，183～198ページを参照。
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２フォード主義の危機の諸要因
主要先進国の戦後の高度成長は，高度成長と世界長期不況にかんする注目す
べき包括的な研究である『現代世界経済』（大島清編，1987年）が指摘するよう
に，「アメリカ型重化学工業」＝「重化学的生産力」とこれに照応する大衆＝
大量消費社会の世界的展開＝普及過程である。本稿の用語で言い換えれば，
「黄金の30年」と呼ばれる高成長の持続は，両大戦間にアメリカで開始された
フォード主義の戦後における世界的波及である。高度成長の要因と世界的不況
の要因を統一的に把握するためには，重化学的生産力＝大量生産と大量消費と
の社会的関連に注目し，この関連を再生産と蓄積の観点からする捉える概念装
置が必要である。「蓄積体制」とその社会的枠組みである調整様式(諸階級間の
社会的妥協にもとづく制度諸形態の相互作用様式であって，その中心は,生産ノルムと消
費ノルムとを決定する賃労関係の制度化のされ方である）は，成長とその危機への移
行を主として国内的要因によって説明しようとする概念装置である4)。
高度成長から低成長へ，さらに低成長から世界長期不況への移行は，ＥＣ諸
国や日本がアメリカの労働生産性に追いついたことにともなうアメリカ経済の
国際的地位の相対的低下と国際的経済対立の発生，さらには’二つのオイルシ
ョックによる「価格革命」といった国際的要因から説明されることがおおい。
前者のアメリカの国際的地位は，フォード主義の国際的波及の国際的な条件で
あるパックス．アメリカーナの確立と衰退にかんする問題であり，後者のオイ
ル．ショックは，超低価格の原材料供給という「貧者からの贈り物」を有力な
一要因としていたフォード主義的蓄積体制の限界を世界同時的に露呈させた契
機である。これらの国際的要因はあくまでも，戦後におけるフォード主義の普
4）「賃労働関係」の概念については，拙稿「現代資本主義と賃金問題」（『経済論集』第
３６巻第２．３．４号，1986年）を，成長と成長から危機への移行を同一の分析手段で
説明するという。レギュラシオン学派の問題設定については，Ｂ・コリア「レギュラ
シオン理論」（平田清明ほか編，前掲書，所収）を参照。
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及．確立とその衰退にかかわる重要な一要因ないし不可欠の背景の一つであ
る，と押さえないと，戦後における国際的経済関係がパックス．アメリカーナ
を背景としつつも，かなりな程度国民経済レベルでの自立性を有する各国のフ
ォード主義的蓄積体制の相互関係として存在してきたことの意味が見失われる
と思われる。高度成長は確かに，ＥＣ諸国や日本におけるアメリカ的重化学工
業の確立過程であるが，これは同時に，賃労働関係の制度化(団体交渉による生
産ノルムと消費ノルムの決定）やケインズ主義的国家介入，商品貨幣にかわる信
用貨幣の創造などの制度諸形態を作りだす過程であり，これら制度諸形態の調
整様式によって主として国内レベルで生産と消費が調節されるフォード主義的
蓄積体制が形成・確立されたのである5)。高度成長をこのように理解してはじ
めて，現在の世界長期不況や資本の国際化によるケインズ主義的国家の危機，
さらには「国際経済から世界経済への移行｣6)の歴史的位相が理論的に把握で
きると思われる。
フォード主義の危機の国内的要因としては，論者の力点の置きどころを反映
して，様々な論点が指摘されているが，１）テーラー主義的な労働の細分化と
大規模な機械化による大量生産方式の枯渇，２）大量生産を生産ノルムとする
フォード主義は，もともと国内市場では不十分であり，世界市場を必要とする
がブ労働生産性の鈍化によって不可避になる賃金の購買力圧縮や雇用調整は国
内市場を収縮させ，国内的空間での生産と消費との完結的な調節を困難とする
が，その結果，諸国間の競争が激化する，３）医療．健康，住宅，教育などの
ように’テーラー主義原理を適用できない労働力再生産費の上昇，４）消費の
多様化＝個性化傾向にともなう耐久消費財需要の飽和化，５）資本の国際化に
よるケインズ主義国家の調節能力の衰退，の５点が重要である7)。
５）リピエツツ，前掲書，第２章「中心部蓄積体制」を参照。
６）Ｃ・-Ａ・ミシヤレ「国際交換から世界経済へ」（田部井英夫訳)，『経済評論｣，1987年
１１月号，1988年１月号を参照。
７）１）～４）の危機要因は，Ｒ・Boyer（dir)，Ｚ,αβ“伽伽伽オγα2ﾉα〃ｅ〃助γOPg，
EditionsLaD6couverte，1986,ｐｐ、214～217にまとめられており，前掲の井上論文
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これらの諸要因は，相互に関連しあって20世紀末の世界長期不況を作りだし
ているが，このうち，１）の生産性の持続的上昇を保障してきた生産ノルムの
枯渇が，他の危機要因の基礎にあることは明らかである。テーラー主義原理に
もとづく生産ノルムは，なぜ労働生産性の低下を招いたのか。フォード主義的
賃労働関係の危機とその変化を研究しているコリアによれば，労働生産性の鈍
化・停滞は，テーラー主義的労働編成と熟練の機械体系への置き換えという生
産ノルム自体の限界に起因する。フォード的賃労働関係の生産ノルムは，技術
的，経済的，社会的な限界にぶつかったのである8)。技術的限界としては，細
分化されてコンベアラインにそって並ぶ単純労働がそれぞれ，作業の質や作業
時間を異にしているために，コンベアライン上の工程と工程とのあいだの不均
衡が生じ，そのために「死んだ時間」＝不生産的時間が生みだされることであ
る。このような不生産的時間の存在は，作り過ぎや加工し過ぎによる加工中の
生産物のムダな停滞や各作業の必要をこえる部品の滞留として現われるが，こ
の在庫の不可避性は流動資本の回転を鈍化させ，資本にとってのコストを増加
させる経済的限界として作用する。さらに，社会的限界としては，テーラー主
義の原理が労働者から労働過程にたいするイニシアチブを奪うだけでなく，生
理的＝心理的限界まで彼の労働力を高密度で利用するために，アブサンティズ
ム(無断欠勤)，退職・職場変更，サボタージュ，ストライキといった，労働者
の抵抗が発生することである。したがって，テーラー主義原理にもとづく労働
編成様式にあっては，実際の生産性は，生産ノルムが示す可能的生産性を次第
におおきく下回ることになる。
テーラー主義の技術的，経済的，社会的限界の基礎にある根本的な問題点
が簡潔に紹介している。５）の危機要因は，Ｃ,-Ａ.Michalet，Ｌｇｓ?”"伽α伽"α伽
血ｃｇＣＭｚｃγ畑,ＰＵＦ，１９８５によって強調されている。
８）Ｂ､Coriat,Ｌ'伽"gγｇオノｇｃ〃0"0伽加，ChristianBourgois，Paris,１９７９およ
び，コリアのフォード主義の危機分析を検討している花田昌宣「危機における労働過
程の変容」（『経済論叢』，第138巻第１．２号，1986年）を参照。
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は，労働者は熟練を解体され，労働過程における知識・権限・イニシアチブを
奪われるのだから，労働生産性上昇の責任はもっぱら技術者や技師だけに委ね
られることである。技術者たちは，生きた労働を排除して機械化を徹底に遂行
すること，かくして，生産手段にたいする投資をますます大規模化する以外に
生産性上昇の手段を見いだせない。人間労働は細分化でき，機械論的に分割可
能であり，単純化された労働は，本質的に機械と置き換え可能である，という
テーラー主義の思想に囚われているかぎり，この原理の根本的な限界をこえる
ことはできない。人間労働を完全に排除したロボットエ場というテーラー主義
の極限的な実現形態がいかに不生産的であり外資本にとってムダな費用がつく
ものであるか，という点については，後の「ネオ・テーラー主義」で詳しく検
討する。
アメリカにおける投資の衰退やヨーロッパの「投資危機」の根底には，この
ような高度成長時代の生産ノルムの危機，もっと言えば「労働の危機」が存在
している。現行の生産ノルムの見直しは，労働生産性の上昇を前提としてい
る，資本と労働とのフォード主義的妥協の再検討を迫っているのである。
３危機における賃労働関係の変化
一労働のフレキシビリティの浸透一
２０世紀末における資本主義の危機は，生産ノルムと消費ノルムの絶えざる変
化を特徴とする内包的蓄積体制の危機であり，同時にまた，この蓄積体制を長
期にわたって調整してきた構造諸形態ないし制度諸形態の危機である。したが
って，現在の危機は，ジュグラーの波のような景気循環にかかわる「小危機」
ではなく，賃労働関係〆資本間関係，貨幣／信用関係，国家介入の様態，国際
経済への各国の蓄積体制の組みこまれ方という制度諸形態の刷新にかかわる
「大危機」ないし「構造的危機」である。大危機にあっては，制度諸形態のす
べてが再検討され〆新しい制度化のされ方が社会諸階級間の対立，闘争，妥
協，合意を通じて模索されるが，このような変革期においてもっとも重要なの
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は，現行の賃労働関係がなぜ硬直化したか，そして，賃労働関係はどう変わり
つつあるか，という観点である9)。なぜなら，賃労働関係の制度化は，生産ノ
ルムと消費ノルムを決定することによって，蓄積体制の骨格を規定するからで
ある。フォード主義的賃労働関係の見直しと新しい生産／消費ノルムの追求
が，主として資本の側のイニシアチブによって押し進められている。労働の側
は，フォード主義的妥協の条件がなくなったにもかかわらず，この妥協による
既得権に固執しているように見える。
このような今日の構造的危機に直面して，資本は現行の生産ノルム!(テーラー
主義的な労働の細分化と熟練の機械体系への置換え）にフレキシビリティの契機を導
入して生産性の回復を試みると同時に，資本と労働との従来の社会的妥協にも
とづく賃労働関係の「硬直性」（雇用の安定，景気の動向や産業予備軍の大きさから
独立した直接賃金の決定，間接賃金の比重の増加）の見直しを追求している。フォー
ド主義的賃労働関係の見直しのされ方，すなわち，フレキシビリィの浸透の仕
方は，各国における資本と労働との力関係の相違やこれを反映する労使の団体
交渉の違いによって相当に異なる。
フランス，イギリス，西ドイツ，ベルギー，イタリア，スペイン，アイルラ
ンドにおける賃労働関係の変化を実証的に検討した，ボワイエ編『ヨーロッパ
における労働のフレキシビリティ』によれば，フレキシビリティは，「後向
きのフレキシビリティflexibilit6d6fensive」と「前向きのフレキシビリテ
ィflexibilit6offensive」との対立を通じて，浸透・確立しつつある。これら
性格を異にする二つのフレキシビリティに触れるまえに，レギュラシオン理論
によるフレキシビリティの定義を紹介しておこう。賃労働関係の制度化が，
１）労働過程の編成，２）熟練のヒエラルキー，３）労働力の流動性(雇用調整)，
４）直接賃金の決り方，５）間接賃金(労働力の再生産の社会的要素）の動向から
構成されるのに照応して，フレキシビリティも，平野が巧みに整理しているよ
9）危機における賃労働関係の変化をレギュラシオン理論の観点から分析している日本語
文献に，平野泰朗「賃労働関係の国際比較」（平田清明ほか編,前掲書,所収）がある。
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うに，「１）生産組織・技術の変化適応力，２）労働者力能の多能化，３）労働
者の流動の促進策，４）経済状況にたいする賃金の弾力性，５）企業の社会保
障費負担の回避｣１０)の５点において定義される。このうち，２)，３)，４）は，
イギリスにおける「労働のフレキシビリティの動向」を紹介した小島によって
それぞれ，労働力の「機能的フレキシビリティ」，労働力の需給関係をフレキ
シブルにしようとする「量的フレキシビリティ」，労働力の使用＝機能におけ
るフレキシビリティを,促進させる「賃金フレキシビリティ」として分類されて
いる'')。
生産組織・技術の変化適応力は，需要の変化に敏感に対応できるフレキシブ
ルな生産設備(ＭＥ機器など）の導入によって追求される。労働力能の多能性は，
ＭＥ機器の採用による生産手段の変化に対応して，熟練のヒエラルキーにもと
づく職務の厳格な区分を見直し，労働者技能の多能化，班単位の労働，持場責
任制などを導入しようとするものである。労働者の流動の促進策は，労働力の
需給調節にかかわるものであって，一方では，各種の交替勤務制，超過勤務，
日曜．祭日勤務のような「変形勤務制」を導入する労働時間の弾力化によって
，他方では，パートタイム，派遣労働，短期雇用，下請けといった「雇用の柔
軟な形態」の創出によって試みられている。賃金の弾力性は，労働過程のＭＥ
化に対応できる複能化・多能化を促進し，（例えば，多能職手当)，賃金を経済活
動の水準に適合させる試みである。企業の社会保障負担の回避は，とくに西ヨ
ーロッパでは企業負担の社会保障費が国内総生産に占める比率が10％をこえて
いることから，国際競争力を高めるために重視され，医療手当や老齢年金など
の間接賃金の圧縮が企業や政府によって企てられている'2)。
このようなフレキシビリティが主要先進国において浸透していることは，注
10）前掲，平野論文，200ページ。
11）小島弘信「労働のフレキシビリティーの動向＜イギリス＞｣，『日本労働協会雑誌』
（第333号)，1987年４月を参照。
12）賃労働関係のフレキシブル化の動向については，前掲，平野論文，198～205ページを
参照．
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目すべきことである。ここで大切なことは，すでに指摘したように，後向き
のフレキシビリティと前向きのフレキシビリティとが対立しながら，フレキシ
ビリティが浸透していることである。第一のフレキシビリティは，雇用の急激
な調節による雇用の不安定，直接賃金の伸びの停滞，社会保障費の減額に見ら
れるように，資本と労働とのフォード主義的妥協を解消し，賃労働関係を市場
の論理で調整しようとする。その結果，労働市場は，賃金・雇用・昇進が保障
された階層と低賃金・雇用不安・昇進の限定を強いられる階層に分断され，社
会全体においても，連帯が衰退し，競争が激化する。第二のフレキシビリティ
は，市場の論理による調整に訴えるのではなく，団,体交渉のような非市場的関
係を通じて，フレキシブルな生産設備の導入，労働者の多能化による労働生産
性の上昇と，これを前提とする消費ノルムにかんする新しい妥協(雇用の安定，
労働時間の短縮とこれによる雇用創出，労働過程における権限の分権化など）を作りだ
す過程であるＯ
だが，第二の前向きのフレキシビリティは，第一の後向きのフレキシビリ
ティに対立するだけでなく，それ自身の中に対立が含まれている。資本は，労
働者が多能化することを直ちに望むだろうか？資本は半世紀をこえて，生産
性を上昇させるためだけでなく，労働過程にかんする知識をめぐる力関係にお
いて優位に立つように，テーラー主義原理によって熟練を解体し，構想と実行
とを分離してきたのではないか。労働者を多能化することは，労働者の権限と
交渉力を強め，資本にとって不利にならないのかｏ資本は，いつ，どうして，
労働力の多能性を必要とし，これを承認したのだろうか。これは，従来のテー
ラー主義の原理の変更であり，労働者から知識・熟練を奪い，労働の細分化と
熟練の機械への置き換えによる労働過程編成の原理的な見直しではないか。
ＭＥ機器の導入による生産手段のフレキシブル化は，直ちには労働者の多能化
(－プルードン的労働者の出現)につながらず，資本自身の要求の観点からみても，
固有に検討すべきことを含んでいる。言うまでもなく，資本によって細分化さ
れた厳格な作業区分に服属する条件で賃金や雇用の保障を獲得してきた労働組
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合も，班労働や労働力の複能化による生産性上昇への協力に踏み切ることはす
ぐにはできない。フォード主義が衰退したとはいえ，資本の生産性上昇に結果
するフレキシブルな生産ノルムを承認することは，労働者にとってもかなりな
抵抗がある。しかここには，危機における賃労働関係の変化を通じて，資本と
労働がポスト・フォード主義的な妥協に到達し，その結果として，フレキシブ
ルな蓄積体制が形成される可能性が存在しているのである。
４ネオ・テーラー主義の試みと「資本の怠惰」
ＭＥ機器の導入による生産手段のフレキシビリティ化は，理論的には直ち
に，労働者の多能化に結びつかない。ＭＥ化が直ちに労働のフレキシビリティ
を作りだし，フォード主義的妥協を解消させるヅという有力な議論は，賃労働
関係の制度化という決定的の問題を看過している13)◎ＭＥ化は，労働者の能力
を複能的にするのか，それとも，テーラー主義の延長にすぎず，労働者のノウ
ハウを解体し，「構想と実行」とを分離しつづけるか，という基本的な論点が
あいまいにされてはならない。この論点にかんするこれまでの議論を整理する
ならば，実証的な研究では，ＭＥ化傾向と多能化傾向とが同時に確認されるの
にたいして，理論化のレベルでは，ＭＥ化＝テーラー主義の貫徹を主張する論
者とＭＥ化＝労働の細分化を否定する反テーラー主義的傾向を強調する論者と
が対立していることである14)。このような実証とその理論化とのズレ，また’
理論化のレベルにおける対立的評価が生じているのは，ＭＥ化によるフレキシ
ブルな生産システムの完成が理論的にも思想的にも，テーラー主義原理の徹底
13）例えば，香西泰・島田克美監修「デイレギュレーション下の産業と金融』（東洋経済
新報社，1987年)，第５章「技術革新下の労働問題｣。
14）例えば，レギュラシオン学派の中でも，コリア(B､Coriat,Criseetelectronisation，
Critiquedel'もconomiepolitique,No.２６/27,1984,ＤｕｓｙｓｔもｍｅＴａｙｌｏｒａｌ'atelier
〃
des6rierobotis6,dansLetaylorisme，EditionsLaD6couverte，1984）とアグ
リエッタ（Ｍ・Aglietta,Ａ､Brender,Ｌｇｓ”/α”ゆ肋ｓｇｓｄｇﾉﾋzsOc伽伽αﾉﾋzγｊαん，
Calmann-Levy，1984）との間には，このような対立的な強調点がある。
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と両立しうる，という問題が理論的につきつめて検討されていないからであ
る。完全なロボット化による無人化工場の実現は，テーラー主義原理をこえる
ものだろうか，それとも逆に，テーラー主習原理の徹底・完成なのだろうか。
結論を先取りして言えば，無人化工場の実現は，テーラー主義原理の超徹底
である。フレキシブルな生産手段は，テーラー主義を完成させる手段としても
役立ちうるのである。この認識が，現在の大危機における賃労働関係の変化を
理論的に評価するうえで重要である。需要の変化に敏感に対応できるフレキシ
ブルな生産手段の導入とテーラー主義原理との結合は，従来のテーラー主義と
区別して，「ネオ・テーラー主義｣'5)と呼ばれる。以下，資本によるネオ・テー
ラー主義の試みの特徴とその限界について，検討することにしよう'6)。
テーラー主義は，ブレイヴァマンが指摘しているよう，労働過程についての
労働者の知識の収集(第一原理)，これらの知識の管理側での独占にもとづく
「構想と実行の分離」（第二原理）と労働過程のすべての要素にたいする管理者
の統制(第三原理）からなっている'7)。要するにテーラー主義は，労働者の熟練
15）Ｐ・Messine,Ｌｇｓｓα〃"伽s，LaD6couverte，1987,ｐｐ､６７。なお，「無人化工場」
の実現が，単調作業と知的作業との「労働の二極化｣，本稿でいうネオ・テーラー主
義と不可分であることについては，豊田謙二「技術革新下の産業構造」（『鹿児島経済
大学社会学部論集』，第６巻第２号，1987年）を参照されたい。
16）メシイーヌ（Messine）『サターン主義者たち』は，危機におけるアメリカ賃労働関
係の現実の変化を，ネオ・テーラー主義モデル，サターン主義モデル，カリフォルニ
アモデルの三潮流として分析した注目すべき研究である。カリフォルニア型は，他の
二つの型の中間にあって，フレキシブルな生産設備の導入を推進するにあたって，そ
れに不可欠な労働者の参加（多能化やチーム労働など）を団体交渉の対象とはせず，
労働者との個人的な取り引きや市場メカニズムを通じて獲得する方式で，「日本モデ
ル」といわれているものに近い労使関係である。以下の小論では，このカリフォルニ
アモデルに言及することはしないが，フォード主義的賃労働関係の変化や，フォード
主義の国際比較をおこなう場合,このモデルは重要な意味をもってくる。なお，レギュ
ラシオン理論の観点から，これら３つのモデルを検討しているものに，Ｄ・Leborgne
andA・Lipietz,Newtechnologies，newmodesofregulation,ＣＥＰＲＥＭＡＰ，Ｎｏ．
8726,1987があるが，ネオ・テーラー主義の検討が希薄である。
17）ブレイヴアマン『労働と独占資本』（富沢賢治訳，岩波書店，1978年),126～134ページ。
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を解体する技術であり，管理側の労働過程統制を確立する管理技術である。こ
こで，機械化とテーラー主義との関係に触れておけば，テーラー主義は「それ
まで資本が機械を通して労働者技能の収奪をなしえなかったところを労働組織
法を手段として実現した｣'8)のである。テーラー主義原理の中では，労働者は
「課業」としてあたえられた細分化された作業を考えることなしに実行するだ
けであり，作業研究や時間研究によって労働過程を絶えず再編成し，生産性を
上昇させる責任は，管理者や技術者だけにかかっている'9)。’
フォード主義が労働編成様式のレベルでおこなったのは，労働者の技能を解
体＝収奪し，これを客観的知識や機械体系に移し変えると同時に，ベルトコン
ベア・システムのような機械の客観的運動を通じて，繰り返し反復される単純
労働を労働者に強制したことである。このようなテーラー＝フォードシステム
は，熟練の解体と機械化とを結合して「規模の経済」を追求するものであり，
大衆＝大量消費を前提とする大量生産体制を生みだしたのである。
労働生産性の停滞と耐久消費財需要の「飽和化」よって，大量生産／大量消
費を特徴とする内包的蓄積体制が危機に直面したとき，資本はさしあたりテー
ラー主義の原則を維持したままでフレキシブルな生産手段を導入したのであ
る。すなわち，フォード主義の危機におけるネオ・テーラー主義ないし「コン
ピューター化をともなうテーラー主義」の展開である。
ネオ・テーラー主義の代表例として，1979年のＧＭのロボット計画やイタリ
アのフィアットの無人化工場の試みが挙げられる。全工場のロボット化による
無人化工場を，Ｐ・メシィーヌは次のように論評している。無人化工場の思想
によれば，「ロボットと人間とは，置き変えうるものである。………それゆえ
ひとは，未来の技術の奥底に，すなわち，ロポットエ場やエレクトロニクス電
話の技術の奥底に，テーラー主義の当を得た旧き等式，………人間＝機械が再
18）平野泰朗「フランスにおける労働社会学と経済学」（『経済科学』，第29巻第３号，
1982年)，129ペー ジ。
19）リピエツツ，前掲書，６４～65ページを参照。
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現しているのを見るのである。これは慎み深い夢であって，めったに公言され
ることはないが，それでも夢であることにはかわりない。機械化によって完全
なものを達成するために，人間による不完全さを消し去り，削除せよ。残され
ているもの，還元できないの，それはクズやカスである。未来は，人間の不完
全さというカスを消し去ることを許すだろう｣20)。
したがって，現在の技術革命が人間を解放するかどうか，という問題は，こ
のネオ・テーラー主義を批判的に検討することなしに答えることはできない。
テーラー主義的なマイクロエレクトロニクス化あるいはテーラー主義のコンピ
ューター化の本性を,メスィーヌは，見事なに捉えている。「技術は本当に人
間を解放するだろうか？テーラー主義的世界観のもとでは，そんなことはあ
りえない。この世界観によれば，認識の進歩とはなによりも，あらゆる独自的
・人間的痕跡を消去させねばならない。………すなわち，人間にたいする不
信，そして機械にたいする信頼。近・現代性についてのテーラー主義のイメー
ジは，人間なしの工場である｣２１)。
このようなネオ・テーラー主義は，完全なフレキシビリティを備えた欠陥の
ないものではなく，いくつかの重大な弱点を免れえない。ネオ・テーラー主義
は人間労働による創意・工夫－これは，主観的で当てにはできない－を徹
底的に排除し，自動化されたフレキシブル生産組織を追求するが，そのために
は，事故や故障の可能性を含めてあらゆることがプログラムの中で事前に予測
されていること，すなわち，人間労働に依存する判断や選択の可能'性が完全に
排除されていることが必要である。したがって，ネオ・テーラー主義の欠陥と
しては，第一に，あらゆる可能性にたいする解決策を最初から備えた無人化に
よる自動生産システムはあまりに複雑で費用が高くつくことである。しかも，
あらゆることを事前に予測することは不可能なのである。自動生産システム
は，当初から人間労働の介入を排除しているので，自動的には制御できないよ
20）Ｐ､Messine,ｏｐ.ｃit.,ｐ､66.
21）Ｉbid．
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うな事故が発生したとき，この事故は現場にいる人間のコントロールをこえ,
被害は莫大なものとなる。人間労働の介入や参加を排除した自動生産システム
は，かえってフレキシビリティを欠くのである。この事'情について，アメリ
カの労使関係の当事者の一人，Ｐ・アンターヴェーガーは次のように述べてい
る。「現存の高度に自動化されたフレキシブルな製造システムは，その構想者
が予め予測したようにはほとんど作動しない。一般的には，人間の介入の必要
は，当初考えられていたよりもはるかに重要である。始動期間は，予想よりも
ずっと長引くことがはっきりする。さらに，人間なしの，真に自動的な生産
は，手にあまるほどに高価につくのである｣22)。テー ラー 主義物神にとらわれ
たＭＥ化の第二の欠陥は，「労働者からあらゆる創意．工夫する能力を奪い’
さらに彼の労働力からあらゆる意味を取り除くことによって，しばしば深刻な
精神的．生理的な諸障害をもたらすことである｣23)。
ネオ・テーラー主義のこれら二つの欠陥から示唆されることは，いかに細分
化され，単純化された労働であっても，「労働過程が人間の自己確証の場たる
ことをやめない｣24）ということである。単純作業であっても，人間労働はその
時点ではまだ技術者によって客観的な知識や'情報に翻訳されていないノウハウ
を有していて，この労働者のノウハウがフレキシブルな生産手段の運転にも必
要なのである。したがって，このノウハウのすべてを奪い，労働者の創意・工
夫の余地がまったくないようなフレキシブルな自動化生産システムは，一方で
は資本にとってきわめて高コストになる－理論的生産性と実際の生産性との
ギャップが大きい，というのも労働生産性を上昇させる責任は，すべて技術者
や技士だけにかかっているからである－と同時に，労働の意味を奪うことに
労働者の人格にかかわるさまざま障害一ストレスの異常な高まり，生理的な
障害，欝病，麻薬中毒，アルコール中毒など－を生みだすのである。
22）Ｉbid.,ｐ､74.
23）Ｉbid.,ｐ,75.
24）平野泰朗「フランスにおける労働社会学と経済学｣，前掲，129ペー ジ。
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こうしてＭＥ化によってテーラー主義を完成するこころみは，資本にとっ
て，短期的には利益になるが，長期的には労働生産性の停滞に結果するために
不利になる。資本の運動そのものを通じて，資本の生産性を回復するために
も，資本自身が人間を再発見し，労働過程を人間労働の自己確証の場として位
置づけることが必要になる。人間＝機械というテーラー主義の等式の見直しが
問題になる。テーラー主義の原理によれば，人間労働は，その意味，創意・工
夫する創造性，主観的価値などがすべて奪われ，単純で機械的に反復される動
作に還元されるので，労働は機械と置き換えうるものであり，人間は主体であ
ることをやめる。機械に還元できていない人間の主体性は，「無断欠勤，怠惰
，間違いといった理想の過程の撹乱要因｣25）にすぎない。このようなテーラー
主義の原理にもとづく機械化＝ＭＥ化の試みは，当然ながら労働能力の質的向
上(多能化や創造性)を軽視し，機械や技術といった客観的システムを重視するも
のだが，その可能性＝鉱脈を次第に掘崩し，限界にぶつかった。
なぜだろうか。生産諸力は，客体的要因である生産手段と主観的要因である
労働力から形成されるが，テーラー主義は客観的な機械体系のみを重視し，労
働力の創造性を無視し，生産性にとっての制約としての労働力の省力化を過度
に追求した結果,「均衡を失った｣26)のである。今や，労働の怠惰に代わって，
｢資本の怠惰」が叫ばれ始めた。「生産設備への投資は，ますます浪費となる。
というのは，理論的には驚くべき性能を有する機械が，それにふさわしい機能
条件を備えることができないような………環境の中に設置されるからである。
………もはや，「さぼっている」のは，労働ではなく，資本の方である。全力
を尽くして，この「資本の怠惰」と闘争しなければならない｣27)。無人化工場
で「資本の怠惰」が発生する理由は明らかである。ここでもまた，人間労働の
本性が認識される。無人化工場は，熟練を剥奪された労働者といえどもなお保
25）Ｐ､Messine,ｏｐ.ｃit.,ｐ，127.
26）Ｉbid.，ｐ、128.
27）Ｉbid．
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有している実践的知識－これは客観化されている知識ではなく，したがっ
て，資格として認知されていない知識であるが，機械体系の理論的生産性が実
際に実現するうえで必要不可欠である－を最終的に排除するからである。
それゆえ，生産工程の自動化にあたっては，労働者の実践的な知識と経験が
定式化され，処方せんとしてあらかじめ既知なものになっていなければならな
い。ここで，資本の側の選択が問題となる。資本は自動化を実現するためには
労働者の実践的経験にもとづく知識を入手しなければならないが，そのために
は後に検討するような，資本と労働との社会的妥協が必要である。他方，資本
が労働者の参加なしに自動化を強行するならば，自動化された生産システムは
労働者の経験による訂正を受けておらず，たんに理論的な操作可能性にもとづ
くのみであるので，しばしば長期にわたる誤算と困難に通じることになる。労
働者の参加・協力を欠くならば，「自動化されるのは，生産活動にたいする組
織者の観念であって，生産活動の現実ではないのである｣28)。
５反テーラー主義革命と新しい賃労働関係の形成
一ＧＭのサターン・プロジェクトー
フォード主義と呼ばれる大量生産／大量消費型の蓄積体制の危機の根源は，
テーラー＝フォード主義的な労働編成様式の鉱脈の枯渇にある。このことを端
的に示したのが，ＭＥ機器によるテーラー主義の完成をめざしたネオ．テーラ
ー主義の浪費性であった。直接的なオペレーターからその創意・工夫をすべて
奪い，ロボット化によって生きた労働を排除するような資本の生産過程はテー
ラー主義物神にとらわれた資本家の夢であるが，この夢が実現されたとき，イ
タリアのフィアットエ場の例に見られるように，資本家は資本／産出高比率が
著しく高く，費用と空間を多大に浪費する生産システムを意図に反して生みだ
したのである29)。ここから，資本自身の手によるテーラー主義原理の見直しと
28）Ｉbid,ｐ、129.
29）Ｉbid.,ｐｐ､７３～78,127～129を参照。
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「反テーラー主義革命｣30)が始まる。もはやＭＥ機器はテーラー主義を完成す
るために導入されるのではなく，逆にＭＥ機器の導入による生産手段の柔軟な
適応能力を現実化するために，労働者の多能化と持ち場責任をふくむ労働過程
への労働者の参加が資本によって要請されるのである。したがって，資本だけ
に投資することはかえって不生産的であり，労働力の担い手である人間に投資
すること－労働者の再教育による多能化など－すなわち，「非物質的投資」
の重要性が，資本支配のもとでの生産過程のフレキシブル化という制約におい
て認識される。
資本はフレキシブルな生産組織を労働力と生産手段の両面において編成する
ためには，労働過程への労働者の参加involvementと労働力の多能化を必要
とする。しかし，大量生産／大量消費を特徴とする内包的蓄積体制は，労働者
が細分化され区分けされた職務区分(労働ノルム)一したがって，労働過程へ
の参加から排除される－を承認する代償に，労働生産性上昇の配分を享受す
る(生産性上昇にみあう直接賃金の上昇，間接賃金の伸び)という労使の合意によって
保障されていた。労働組合は，資本によって細分化された職務区分に服従し，
これに干渉しない代わりに，先任権制度のような雇用保障や賃金の購買力維持
において強力な発言権を確保してきた。ところが，資本の側が，細分化された
職務区分の壁とこれにもとづく賃金制度の硬直性を取り払い，班労働，職務間
移動，労働力の多能化を要求し始めたのである。労働の側は，フォード主義的
妥協の経済的条件がなくなったにもかかわらず，この妥協にもとづく既得権に
固執している状況である。
一方で労使のフォード的主義妥協の解消が試みられ（労使関係に市場の論理の
導入)，他方で新しい社会的妥協がどのようなものとして生まれるのか不明な
状況で，ＧＭのサターン・プロジェクトの労使双方による合意は，画期的な意
味をもっている。この合意は，資本自身が始めたテーラー主義原理の見直しを
30）Ａ､Lipietz,Analternativedesignfothetwentyfirstcentury,CEPREMAP，
Ｎｏ．8738,1987,ｐ、１８．
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社会的調整のレベルで原理として確認し，「反テーラー主義革命」（リピエッツ）
を開始する発端となりうるからである。
サターン・プロジェクトとは，労使の協力－いわゆる労使協調ではない
－によって日本製の小型車に価格と品質の両面において負けないような小型
車を作る実験的な試みで，1985年に労使のあいだで合意に達したものである。
この労働協約の主な内容は，井上昭一のＧＭ研究によれば，４点からなってい
る3')。
１原則的には労働者のレイオフをせず，労働者の80％に終身雇用を保障す
る。また，労働者に一定の権限と責任をもたせ，労働者側の考えを会社の意思
決定に反映させる。
２硬直化し，生産性にとってマイナス要因になっている厳格な職務区分の
壁を廃止する。これに対応して賃金制度の面でも，ブルー・カラー労働者にも
時間給の代わりに月給制を導入してホワイト・カラー労働者との区別をなく
し，アメリカ自動車工業の平均賃金の80％を保障する。のこる20％の賃金につ
いては，企業のハフォーマンスにスライドして，可変的に決定される。
３チーム労働，労働者の多能化・多技能化を導入する。
４年金や医療保険金を退職者に支給しない。
サターン・プロジェクトの労働協約は，「従来のアメリカの労使'慣行からす
れば夢想だにできない内容｣32）を含み，２１世紀におけるＧＭの存亡をかけた実
験的試みである。この労働協約が画期的なのは，労使の双方が反テーラー主義
原則を確認したうえで，フォード主義をこえる新しい合意＝妥協を締結してい
るからである。労働者の多能化やチーム労働による労働者の労働過程への参加
は，昇給や昇任にかんする労働者と資本との個別的な交渉材料ではなく，労使
の団体交渉を通じて制度的＝非市場的に決定される点が重要である。新しい労
31）井上昭一「ジェネラルモー ター ズ会社の経営戦略｣，関西大学『商学論集』，第32巻第
３．４．５号，1986年，８０～81ページ。
32）同上，５３ペー ジ。
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働協約において労働組合は，労働者の参加(高品質と低コストの追求)を承認して
いるが，雇用保障と引き換えに労使協調に傾いているわけではない。つまり，
労働の側は，「労働力の機能的フレキシビリティ」の導入にたいして，フリー
ハンドを資本にあたえているわけではない。この点は，労働者の多能化やチー
ム労働の実地といった労働力の機能的フレキシビリティが団体交渉の対象とな
らず，資本が労働者との個人的な取り引きを通じて労働者の参加を実現させて
いる日本的労働慣行とは対照的である。
サターン的労働協約では，労使はそれぞれ二つの新しい譲歩と二つの新しい
獲得物とを交換している。労働者の側から見れば，ＵＡＷは，労働編成の大き
な柔軟性を受け入れ(職務や仕事の厳格な小区分を大区分にして簡単化し，非熟練労働
者には一つの区分を，熟練労働者にたいしては三つの区分を設けるだけにする)，賃金の
フレキシビリティを一定程度認めた点で，二つのおおきな譲歩を資本にあたえ
たが，その代わりに，（先任権をもとに決められる）８０％の労働者の終身雇用と
労働者の企業の意思決定への参加という二つの重要なものを獲得したのであ
る33)。
ここで，労使のフォード主義的妥協とサターン的妥協とを比較しておこう。
雇用の安定を重視するのは両者に共通であるが,､労働ノルムについて前者がテ
ーラー主義原理を，後者が反テーラー主義原理をとっているのを反映して，前
者では，生産性上昇の配分が団体交渉のポイントになるのにたいして，後者で
は’情報の流れが中央集権的なテーラー主義とはちがって，権限の配分と自由時
間の増加(非市場的な生活様式の創造とワークシェアリングによる雇用創出）が団体交
渉のポイントになる。
このような労使のサターン的妥協は，２０世期末の諸資本主義の変化の一側
面，一道程にすぎないかもしれないが，構想と実行とを分離し，実行を細分化
33）Ｐ・Messine,ｏｐ､Cit.,ｐ､112を参照。なお，サター ン的妥協については，
を保障された労働者とそうでない不安定層とに労働者を分断する危険は，
連帯を弱めるという点で，アメリカ労働運動の中にも強い判判がある。
特に，雇用
労働運動の
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してきたテーラー主義を原理的に否定し，テーラー主義が分断してきたもの
－構想と実行の分離，精神労働と肉体労働の分離一を再び結びつけようと
するものとして，画期的な意義をもっている。
その意義を次のように要約することができるだろう。２０世期末における資本
蓄積の自己矛盾的展開の結果として，テーラー主義的な労働の細分化が資本の
下での生産力発展の制約になり，企業＝資本の側が，フレキシブルな生産過程
への労働者の参加と労働過程にたいするノウハウを必要とし始めた。つまり資
本は，「資本の下への労働の実質的包摂」の高次の形態を模索しているのであ
る。しかし，資本自身の手によって開始された「反テーラー主義革命」は，資
本自身によって徹底され，社会的な規模で実現されることは，資本主義の歴史
における標準労働日の制定や工場立法の制度化と同じように不可能である。反
テーラー主義革命の徹底も，ダイナミズムを失った現行の消費ノルムからの解
放も，協同生活空間の調整にふさわしい新しい社会的調整様式の創造(アグリエ
ッタはこれを「社会的対話」と呼んでいる)を必要とするであろう。
付記：この論文は，1987年度の関西大学研究助成金にもとづく研究成果の一
部である。
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